
 

 

財務諸表に対する注記 

 

１ 重要な会計方針 

 （１）固定資産の減価償却方法について 

  車輌運搬具、什器備品及び建物・・・・・・定額法による減価償却を実施している。 

 

 （２）引当金の計上基準について 

  貸倒引当金・・・・・・未収金の貸倒損失に備えるため、期末債権残高に一定率を乗じて算出した金額を計上 

している。 

退職給付引当金・・・・職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末に 

おいて発生していると認められる額のうち、中小企業退職金共済掛金を控除した金額を計上している。 

  

 （３）消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

２ 特定資産の増減額及びその残高 

  特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。                 

科       目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
減価償却引当資産 13,244,644 452,468 762,395 12,934,717
退職給付引当資産 7,213,868 741,584 0 7,955,452

固定資産取得資金積立 11,229,127 0 0 11,229,127
インボイス積立資金 0 7,347,611 0 7,347,611

合　　　　計 31,687,639 8,541,663 762,395 39,466,907  

 

３ 特定資産の財源等の内訳 

  特定資産の財源等は次のとおりである。 

科       目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応す
る額）

減価償却引当資産 12,934,717 － 12,934,717 －
退職給付引当資産 7,955,452 － － 7,955,452

固定資産取得資金積立 11,229,127 － 11,229,127 －
インボイス積立資金 7,347,611 － 7,347,611 －

合　　　　計 39,466,907 0 31,511,455 7,955,452  

 

４ 補助金等の内訳ならびに交付者、当期の増減額及び残高 

  補助金等の内訳ならびに交付者、当期の増減額及び残高は次のとおりである。 

科　　目 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

補助金
連合交付金（国庫補助金） （公財）東京しごと財団 0 22,839,000 22,839,000 0 －

市補助金 狛江市 0 43,948,170 43,948,170 0 －
　　（うち東京都補助金） (東京都） 0 (10,297,000) (10,297,000) 0 －

女性代表者会議助成金 全国シルバー人材センター事業協会 0 500,000 500,000 0 －
自動車安全支援事業助成金 （公財）東京しごと財団 0 200,000 200,000 0 －

0 67,487,170 67,487,170 0 －合　　計  
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５ 退職給付引当金関係 

 （１）採用している退職給付制度の概要 

  退職一時金制度、中小企業退職金共済制度を併用しております。 

 

 （２）退職給付債務及びその内訳 

退職給付債務 7,955,452
退職給付引当金 7,955,452  

 

（３）退職給付費用に関する事項 

中小企業退職共済掛金 562,000
退職給付費用 741,584

全国シルバー人材センター企業年金基金 981,990
合　計 2,285,574  

 

（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しており、退職給付に係る期末自己都合要支給額から 

 中小企業退職金共済給付額を除いた金額を退職給付引当金に計上しております。 

 

 

附属明細書 

 

１ 特定資産の明細 

  特定資産について、財務諸表の注記に記載しているため省略します。 

 

２ 引当金の明細 

目的使用 その他
貸倒引当金 88,796 95,756 0 88,796 95,756

退職給付引当金 7,213,868 741,584 0 0 7,955,452
合　　計 7,302,664 837,340 0 88,796 8,051,208

当期減少額
当期末残高当期増加額期首残高科　　目

 

貸倒引当金のその他減少額は期末洗い替え法による戻入額です。 
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